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ニッセイ健康応援ファンド
追加型投信／国内／株式

基準価額・純資産の推移 基準価額および純資産総額

分配の推移（１万口当り、税引前）

組入比率

基準価額の騰落率（税引前分配金再投資）

運 用 実 績

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※基準価額は信託報酬控除後のものです。税引前分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しております。なお、信託報酬率は「手続・手数料
等」の「ファンドの費用」をご覧ください。
※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、基準価額が下がる要因となります。
収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります（個人受益者の場合）。
※ファンド騰落率は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しており、実際の投資家利回りとは異なります。
※基準価額の前月末比は、決算日到来月に分配金支払実績がある場合、分配金込みで算出しています。
※当ファンドはベンチマークを定めていませんが、TOPIX（配当込み）を参考指標として掲載しております。TOPIX（配当込み）は設定日前日の終値を起点として指数化し
ています。

マ ザ ー フ ァ ン ド の 状 況
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組入上位10銘柄

※対組入株式評価額比

健康関連産業分野

医薬品

医療・治療機器

医療・治療機器

医療・治療機器

医療・治療機器

医療・治療機器

第三分野 保険

医薬品

医療ＩＣＴ

医療・治療機器

10 島津製作所 2.6%
分析・計測機器大手。「科学技術で社会に貢献する」を社是とし、「人と地球の健
康」への願いを実現することを経営理念に据えて企業価値の向上に努めている点を評
価。

（ご参考）東証33業種

医薬品

精密機器

8 日本新薬 2.9%
新薬開発への挑戦の中で、特に有効な治療法が確立していない難病・希少疾患の治療
剤の開発に重点的に取り組んでいる点を評価。血液がん、肺高血圧症、筋ジストロ
フィー等ニッチだが、いまだ満たされていない医療ニーズが高い領域へ薬剤を提供。

9
エヌ・ティ・ティ・
データ

2.7%
大規模インフラシステムの開発に強みを持つ会社で、信頼性の高いシステムを国内外
で数多く提供することにより、直接的・間接的にさまざまな社会問題解決に貢献して
いる点を評価。

6 オリンパス 2.9%
経営理念に基づいて医療事業を中核事業に据えており、この医療事業自体が病気の早
期発見、身体的負担の少ない医療につながり、社会問題の解決と企業価値拡大の両方
を実現している点を評価。

7
ＳＯＭＰＯホール
ディングス

2.9%
経営理念の「お客さまの視点ですべての価値判断を行い、保険を基盤としてさらに幅
広い事業活動を通じ、安心・安全・健康に資する最高品質のサービスをご提供し、社
会に貢献」することを実践している点を評価。

4 ダイキン工業 3.3% 空調世界1位。「世界をリードする技術で社会貢献する」という経営理念が明文化さ
れ着実に実践されている点を評価。

5 テルモ 3.0% 身体的負担の少ないカテーテル治療・製品の拡大が、患者の負担軽減や入院日数の短
期化など社会的課題の解決につながる点を評価。

精密機器

機械

2 朝日インテック 3.8% 心臓のカテーテル治療などで使われるガイドワイヤーが主力製品。カテーテル治療は
患者負担の低減、医療費抑制や社会貢献にもつながることを高く評価。

3
富士フイルムホール
ディングス

3.4% 新規事業として社会問題解決への貢献が期待できるヘルスケア事業に注力、バイオ
CDMO（医薬品受託製造）など業績への貢献度が高まってきている点を評価。

化学

銘柄 比率
ESGの取組み

1 武田薬品工業 4.1%
Access to Medicine Index（医薬品アクセスに対する取り組み評価）の2021年ラン
キングは世界6位と高評価。経営層の関与が強く、研究開発、地域・領域戦略につい
ては、経営の意思決定の中に仕組みとして組み込まれている。

精密機器

情報・通信業

医薬品

保険業

精密機器

（銘柄数：59）
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※東証株価指数のデータをもとに、ニッセイアセットマネジメントが作成しています。 ※対顧客電信売買相場仲値のデータをもとに、ニッセイアセットマネジメントが作成
しています。

2022 年 4 月 末 現 在

当月の市況動向

　当月の国内株式市場は下落しました。
　インフレ加速に伴う米国の長期金利上昇や金融引き締めに加え、中国での新型コロナウイルス感染拡大の影響に対す
る警戒感から下落して始まりました。その後は、米長期金利上昇の一服や円安の進行などを背景に企業業績の改善期待
が高まり上昇しましたが、下旬にかけて米金融引き締めに関わる要人発言や中国でのロックダウン（都市封鎖）の影響
等により、神経質な展開が続き、結局、日経平均株価の月末終値は26,847.90円（前月末比－973.53円）となりまし
た。
　東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の月末終値は1,899.62ポイント（前月末比－46.78ポイント）、ＪＰＸ日経インデッ
クス400の月末終値は17,122.20ポイント（前月末比－434.88ポイント）となりました。
　業種別では、水産・農林業、鉱業、電気・ガス業、医薬品、情報・通信業などが上昇しましたが、海運業、サービス
業、電気機器、証券、商品先物取引業、非鉄金属などが下落しました。
　主な株式指標の騰落率は、日経平均株価が－3.5％、ＴＯＰＩＸが－2.4％、ＪＰＸ日経インデックス400が－2.5％
となりました。
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ファンドの状況

今後の見通しと運用方針

　当月末の基準価額は10,356円となり、前月末比－193円となりました。
　ファンドの基準価額騰落率（税引前分配金再投資）は－1.83％となり、ＴＯＰＩＸ（配当込み）（参考指標）騰落
率（－2.40％）を上回りました。 
　個別銘柄では、朝日インテック、テルモ（いずれも精密機器）、サントリー食品インターナショナル（食料品）、日
本新薬、武田薬品工業（いずれも医薬品）などがプラスに寄与しました。
　一方で、シマノ（輸送用機器）、ダイキン工業（機械）、プレステージ・インターナショナル（サービス業）、コス
モス薬品（小売業）、ＴＯＴＯ（ガラス・土石製品）などが運用成績の引き下げ要因となりました。
　当月は、前月末の銘柄構成をおおむね維持しましたが、株価動向を見ながら一部の銘柄について入れ替えや組入比率
の調整を行いました。具体的な取引は以下の通りです。 
 
【買い入れ】　武田薬品工業（医薬品）、富士通（電気機器）など 
【売却】　エムスリー（サービス業）、コスモス薬品（小売業）など

　米国の金融引き締めや、対ロシア経済制裁を背景にした資源価格の高騰や景気減速懸念は、少なからず株価に織り込
まれてきたと見ており、当面はウクライナ情勢や中国のロックダウンの影響を見極める展開が予想されます。一方、足
元で大きく進行した円安・ドル高は、実質的に国内企業業績の押し上げ要因となることから、2022年度も増益基調が
維持される公算が大きく、今後の株価の下支え要因として期待できそうです。
　当ファンドがフォーカスする健康関連産業は、先進国の高齢化、新興国の経済成長、人々の健康意識の高まりを背景
に安定した成長が見込まれる市場と見ています。当ファンドにおいても、投資方針を短期的に変更せず、中長期的な視
点で決定しています。当面の各セクターの運用方針は下記の通りです。
　医薬品セクターについては、マクロ環境が不透明な中で、バリュエーション（企業の利益・資産など、本来の企業価
値と比較して、相対的な株価の割高・割安を判断する指標）の割安感に加え、業績の安定性が評価されており、新薬の
上市（承認された新薬の市場販売が開始されること）や、良好な治験成績を示した銘柄を中心に株価は堅調に推移して
います。引き続き当ファンドでは医薬品セクター全体の見通しを中立としつつ、あくまでも個別に有力な新薬候補を有
する銘柄を中心に選別していく方針です。
　医療機器セクターについては、中国における国産優遇策などの政策リスクには注意が必要ですが、世界的に新型コロ
ナウイルスの感染者数は減少傾向にあり、今後は待機状態の解消などを背景に手術件数の回復が見込まれることから、
業績の下げ止まりが予想されます。当ファンドにおいては、制度変更による影響が小さく、ニッチな分野において高い
技術力をもとに持続的なシェア拡大が見込まれる企業を中心に、引き続き高めの比率を維持します。
　介護サービスセクターについては、業界全体の緩やかな成長が見込まれる中、シェアの拡大による着実な業績拡大が
期待できる銘柄かどうかを慎重に見極め、投資判断を行います。
　その他のセルフメディケーション分野については、引き続き成長期待は大きいものの、企業間競争も激しいため、企
業調査による銘柄選別が一段と重要だと考えています。
　上記見通しを踏まえ、引き続き「健康応援企業」を選定し、中長期にわたり成長が期待される銘柄に厳選投資を行
い、信託財産の持続的な成長をめざします。
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①高齢化等を背景に成長が見込まれる健康関連産業に属する企業の株式を投資対象とします。
②健康への貢献につながる企業理念・哲学をもつ企業を“健康応援企業”として選定、中長期にわたり成長が期待される
銘柄に厳選投資し、信託財産の中長期的な成長をめざします。

フ ァ ン ド の 特 色

●ファンド（マザーファンドを含みます）は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。
したがって、投資元本を割込むことがあります。

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて投資者の
皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。

主な変動要因

基準価額の変動要因

株式投資リスク 株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績
悪化（倒産に至る場合も含む）等により、価格が下落することがあります。

流動性リスク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または
価格で取引が行えず、損失を被る可能性があります。

投 資 リ ス ク
※ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。

●分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額
相当分、基準価額は下がります。
●分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場
合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水
準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
●受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当す
る場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様で
す。

分配金に関する留意事項
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購入時
購入単位 各販売会社が定める単位とします。

購入価額 購入申込受付日の基準価額とします。

換金時
換金価額 換金申込受付日の基準価額とします。

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として4営業日目からお支払いします。

申込に
ついて 申込締切時間 原則として毎営業日の午後3時までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

決算・
分配

決算日 8月20日（該当日が休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年1回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。

その他

信託期間 無期限 （設定日：2008年４月25日）

繰上償還 委託会社はあらかじめ受益者に書面により通知する等の手続きを経て、ファンドを繰上償還さ
せることがあります。

課税関係

課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度
「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。ＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、一定額の範
囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が一定期間非課
税となります。販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となり
ます。詳しくは、販売会社にお問合せください。

ファンドの費用

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先

ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者登録番号 関東財務局長（金商）第369号
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506

9:00～17:00（土日祝日・年末年始を除く）
ホームページ https://www.nam.co.jp/

受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】

野村信託銀行株式会社

お申込みメモ

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。！

ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。

分配時の普通分配金、換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して、所得税および地方税がかかります。詳しくは、投資
信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

税金

投資者が直接的に負担する費用

購入時 購入時手数料
購入申込受付日の基準価額に3.3％（税抜3.0%）を上限として販売会社が独自に定める率を
かけた額とします。
※ 料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金時 信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

毎 日

運用管理費用
（信 託 報 酬）

ファンドの純資産総額に年率1.6115％（税抜1.465％）をかけた額とし、ファンドからご負
担いただきます。

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率0.011％（税抜0.01％）をかけた額を上限とし、ファンドからご
負担いただきます。

随 時 その他の費用・
手数料

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負
担いただきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記
載することはできません。

手 続 ・ 手 数 料 等

！

！
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※基準価額は便宜上1万口当りに換算した価額で表示されます。



ニッセイ健康応援ファンド マンスリーレポート

※販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。
   詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。

取 扱 販 売 会 社 名

金
融
商
品
取
引
業
者

登
録
金
融
機
関

取 扱 販 売 会 社 名

金
融
商
品
取
引
業
者

登
録
金
融
機
関

あかつき証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第67号 〇 〇 〇 株式会社高知銀行 〇 四国財務局長(登金)第8号 〇

池田泉州ＴＴ証券株式会社 〇 近畿財務局長(金商)第370号 〇 株式会社三十三銀行 〇 東海財務局長(登金)第16号 〇

auカブコム証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第61号 〇 〇 〇 〇 株式会社静岡銀行(※1) 〇 東海財務局長(登金)第5号 〇 〇

株式会社ＳＢＩ証券 〇 関東財務局長(金商)第44号 〇 〇 〇 株式会社清水銀行 〇 東海財務局長(登金)第6号 〇

岡三証券株式会社(※2) 〇 関東財務局長(金商)第53号 〇 〇 〇 〇

岡三にいがた証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第169号 〇

ＧＭＯクリック証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第77号 〇 〇 〇

十六ＴＴ証券株式会社 〇 東海財務局長(金商)第188号 〇 スルガ銀行株式会社 〇 東海財務局長(登金)第8号 〇

株式会社しん証券さかもと 〇 北陸財務局長(金商)第5号 〇 株式会社但馬銀行 〇 近畿財務局長(登金)第14号 〇

東海東京証券株式会社 〇 東海財務局長(金商)第140号 〇 〇 〇 株式会社東北銀行 〇 東北財務局長(登金)第8号 〇

とうほう証券株式会社 〇 東北財務局長(金商)第36号 〇 株式会社鳥取銀行 〇 中国財務局長(登金)第3号 〇

内藤証券株式会社 〇 近畿財務局長(金商)第24号 〇 〇 株式会社トマト銀行 〇 中国財務局長(登金)第11号 〇

ＰＷＭ日本証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第50号 〇 〇 株式会社長崎銀行 〇 福岡財務支局長(登金)第11号 〇

フィデリティ証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第152号 〇 〇 株式会社西日本シティ銀行 〇 福岡財務支局長(登金)第6号 〇 〇

松井証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第164号 〇 〇 株式会社百十四銀行 〇 四国財務局長(登金)第5号 〇 〇

マネックス証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第165号 〇 〇 〇 〇 PayPay銀行株式会社 〇 関東財務局長(登金)第624号 〇 〇

楽天証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第195号 〇 〇 〇 〇 株式会社みちのく銀行 〇 東北財務局長(登金)第11号 〇

ワイエム証券株式会社 〇 中国財務局長(金商)第8号 〇 沖縄県労働金庫(※1) 〇 沖縄総合事務局長(登金)第8号

株式会社香川銀行 〇 四国財務局長(登金)第7号 〇 九州労働金庫 〇 福岡財務支局長(登金)第39号

　本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

〇

株式会社新生銀行（委託金融商品

取引業者 マネックス証券株式会

社）

〇 関東財務局長(登金)第10号 〇

登 録 番 号

日
本
証
券
業
協
会

一
般
社
団
法
人
日
本
投
資
顧
問
業
協
会

一
般
社
団
法
人
金
融
先
物
取
引
業
協
会

一
般
社
団
法
人
第
二
種
金
融
商
品
取
引
業
協
会

登 録 番 号

日
本
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券
業
協
会

一
般
社
団
法
人
日
本
投
資
顧
問
業
協
会

一
般
社
団
法
人
金
融
先
物
取
引
業
協
会

一
般
社
団
法
人
第
二
種
金
融
商
品
取
引
業
協
会
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ご 留 意 い た だ き た い 事 項

取 扱 販 売 会 社 一 覧

①投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものとなります。
投資元本および利回りが保証された商品ではありません。

②当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論
見書）、契約締結前交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。

③投資信託は、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関で購入された場合、投資者保
護基金による支払いの対象にはなりません。

④投資信託のお取引に関しては、クーリング・オフ（金融商品取引法第37条の6の規定）の適用はありません。
⑤当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっては方針
通りの運用ができない場合があります。

⑥当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。
⑦当資料のグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手
数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

⑧当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属し
ます。
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取 扱 販 売 会 社 名
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融
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取 扱 販 売 会 社 名

金
融
商
品
取
引
業
者

登
録
金
融
機
関

近畿労働金庫(※1) 〇 近畿財務局長(登金)第90号 東北労働金庫 〇 東北財務局長(登金)第68号

四国労働金庫 〇 四国財務局長(登金)第26号 長野県労働金庫 〇 関東財務局長(登金)第268号

静岡県労働金庫 〇 東海財務局長(登金)第72号 新潟県労働金庫(※1) 〇 関東財務局長(登金)第267号

中央労働金庫 〇 関東財務局長(登金)第259号 北陸労働金庫 〇 北陸財務局長(登金)第36号

中国労働金庫(※1) 〇 中国財務局長(登金)第53号 北海道労働金庫 〇 北海道財務局長(登金)第38号

東海労働金庫 〇 東海財務局長(登金)第70号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 〇 関東財務局長(登金)第33号 〇 〇 〇

(※1)インターネットのみのお取扱いとなります。

(※2)一般社団法人日本暗号資産取引業協会にも加入しております。

　本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。
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